  金融危機対策第4弾（案）
― フォローアップ対策 ―
平成21年4月8日
民主党金融対策チーム
新年度に入り、日本及び世界の経済情勢は引き続き予断を抱けない状況が続いている。

景気悪化、企業の資金繰り逼迫、家計の窮状にさらに対処し、今年度中に経済状況が好転することを目指し、民主党金融対策チームとしては、3月27日に示した「基本認識」に基づいて、以下の内容に準じた対策を講じることが必要と考える。
なお、各種対策の国際的な政策協調との整合性とともに、金融サミット等における政策協議において日本がどのような主張をするかが問われる局面に入っていることにも留意する必要がある。
（参考）過去の対策等は、金融危機対応（08.10.15）、座長談話（08.10.27）、行動プラン（08.12.24）、政調会長・座長談話（08.12.24）、5原則（09.1.7）、緊急資金繰り対策（09.3.6）、年度末に際しての基本認識（09.3.27）。
１．企業の資金繰り対策（零細事業者、中小企業、大企業）
（１）零細事業者向け

　　　― 昨秋以降の金融面での対策の効果は、零細事業者には十分に及んでいない。

　　　― 日本政策金融公庫の危機対応業務を精査し、零細事業者への制度的対応を速やかに整備する。

　　　― その際、郵貯銀行、民間金融機関の関わり方についても検討を要する。具体的には、郵貯銀行は当該制度融資の原資の拠出元として、民間金融機関（地銀・信金を想定）は貸付金等の申込み先（窓口＝代理店）として関与することを念頭に置いている。なお、原資に対しては政府保証を付与する。
（２）中小企業向け
　　　― 既に実施済みのセーフティネット貸付、緊急保証等が、より円滑かつ十分に活用されるようにする。
　　　― 具体的には、民間金融機関（地銀・信金を想定）の審査機能、窓口機能の有効活用を図る。民間金融機関の審査結果の精度が先々の弁済率（自公庫の審査能力の信頼性）に反映されることを鑑みれば、審査自体を民間金融機関に委嘱しても問題はないものと考える。
（３）中堅企業・大企業向け
　　　― 政策投資銀行、商工中金による長期資金貸付枠、CP買取枠を拡充するとともに、貸付基準、買取基準の弾力化を図る。
　　　― 国際協力銀行（JBIC）による本邦企業の外貨資金繰り対策を拡充する。その際には、外国為替資金特別会計に計上されている資金及び資産の有効活用を図る。

　　　― 産業活力再生特別措置法改正案に伴う出資等の対応と、政策投資銀行、商工中金による危機対応業務、国際協力銀行による外貨資金繰り対策、さらには日銀法38条に伴う政府・日銀の対応等の役割分担と位置付けの明確化を図る。
２．雇用対策及び家計の資金繰り対策（ローン返済等）
（１）離職者の生活資金貸付け

　　　― 離職者のうち、居住地が明確であり、求職活動中であることが証明可能な者に対する生活資金の貸付制度を設ける。

　　　― その際の郵貯銀行、民間金融機関の関わり方、政府保証等については、１－（１）と同様の観点から検討する。

（２）離職者等の子弟の奨学金貸付け

　　　― 上記２－（１）に該当する離職者、及び現下の経済情勢の影響から所得水準が著しく低下した勤労者の子弟のうち、高校・大学・大学院等の学費を自ら支弁する意志のある就学生に対する奨学金貸付制度を設ける。

　　　― その際の郵貯銀行、民間金融機関の関わり方、政府保証等については、１－（１）と同様の観点から検討する。

― 教育ローンの契約金融機関等は、本措置の趣旨を鑑み、教育ローンの返済に窮している借入人に対する対策を講じることを求める。その際には、当該対策に対する公的支援策を講じる。
（３）住宅ローン対策
　　　― 上記２－（１）に該当する離職者、及び現下の経済情勢の影響から所得水準が著しく低下した勤労者が契約している住宅金融支援機構及び民間金融機関の住宅ローンに関して、返済原資の貸付制度を設ける。
　　　― その際の郵貯銀行、民間金融機関の関わり方、政府保証等については、１－（１）と同様の観点から検討する。

　　　― 本項目の該当者が住宅金融支援機構の利用者である場合、同機構の業務の一環として本項目の趣旨に合致する対策を講じる。そのうえで、現行のフラット35等の業務について、融資比率の引上げ、買取対象の拡大、住宅融資保険制度の見直し（料率引下げ、補填率引上げ、適用範囲拡大）等の拡充を認める。
３．市場対策（株価、為替、金利）
（１）株価の著しい急落（フリーフォール等）に備えて、銀行等保有株式取得機構の買入対象資産を拡充する（優先株、出資証券、ETF、J-REIT上場投資信託等を想定）。また、同機構以外の関係機関が同様の業務を行うことも検討する。
但し、市場機能の信頼性維持にも配慮し、当該対象資産の買入実行に際しては所管当局によるトリガー措置を講じることを前提とする。
（２）株式市場、為替市場、債券（国債を含む）市場、資金市場等の万が一の混乱に備え、緊急時の対応、市場のモラトリアム措置等についての現状について、国会と関係当局が認識を共有するために、関係当局が所要の資料を作成する。
４．経済再生に向けた政策制度

（１）政策金融制度・政策金融機関の改革

　　　― 今回の金融危機対応を通して、日本政策金融公庫、政策投資銀行、国際協力銀行、商工中金等の今後のあり方について、見直しの余地があるという認識が強まっている。
　　　― 例えば、米国では日本のような政策金融機関が存在しないことから、連邦準備制度理事会（FRB）が代替的な役割を果たしている。こうした状況を鑑みると、例えば政策投資銀行について、現在の完全民営化の方向が良いのか、あるいは、政府・日本銀行・民間が3分の1ずつ出資する政策金融機関として存続するのが良いのか等を検討する必要性が高まっている。

― 上述のような見直し、検討を念頭に置きつつ、政策投資銀行への出資等の足許の対応を行う。
（２）不良債権処理組織（バッドバンク）の構築

　　　― 不良債権処理に的確に対応するために、銀行、証券、その他金融機関等の不良債権の実態に対する監視体制を強化する。
　　　― 貸出債権については、その処理を担う不良債権処理組織（バッドバンク）を構築する。なお、その際には、現行の整理回収機構（RCC）を廃止及び再編・改組することも含め、対応を検討する。

　　　― 証券化商品等の不良債権については、減損処理等の会計的な対応を行うことに加え、その実態如何によっては、買取組織を構築することの検討を要する。なお、減損処理に際しては、原則として税務上損金算入するか否かを検討する。
（３）産業再生制度・中小企業支援組織の構築

　　　― 産業活力再生特別措置法改正案（閣法）及び株式会社中小企業再生支援機構法案（議法）に伴う対応を検討する。
　　　― 各都道府県に設置されている中小企業再生支援協議会の活動を点検し、強化する。
（４）会計制度・税制・金融規制等の見直し

　　　― 時価会計を含む会計制度、会計基準について、「労働」と「付加価値」が経済活動の源泉であることを踏まえ、公正かつ適切な見直しと整備を行う。

― 証券化証券を含めた有価証券の評価方法について、時価会計の見直しも含めて検討を行う。

　　　― 時価会計については、国際会計基準審議会（IASB）や米財務会計基準審議会（FASB）が既に弾力化（有価証券保有目的の変更容認、時価評価方法の緩和等）を行っていることを踏まえ、日本（企業、金融機関及び市場全体）が相対的に不利益な立場に置かれることがないように対応する。
　　　― 会計制度、会計基準のルールメイクの重要性に鑑み、現在設置場所の検討が進んでいる国際会計基準委員会財団（IASCF）のアジア・サテライトオフィスを日本（東京）に誘致する。
　　　― 税制及び金融規制（自己資本比率規制＜BIS規制＞を含む）についても、日本が相対的に不利益な立場に置かれないこと、経済のプロシクリカリティ（景気循環増幅効果）を抑制すること等を念頭に置いて、ルールメイクに積極的に参画する。
（５）不動産投資に関する政策制度の整備

　　　― 不動産投資市場の動向が経済全体に影響を与えていることに鑑み、所要の対策を講じる。但し、人口減少と地球温暖化への対応が問われる時代に入ったことにも配意し、郊外や緑地の開発拡大を前提とした政策制度の見直しも同時に行う。
　　　― J-REIT市場の梃子入れの一環として、政策投資銀行や民間金融機関の出資組織による投資促進を行う。但し、投資対象は完成物件が前提であり、開発未着手の案件には投資しない。
　　　― 都市部、各地の中心市街地の再開発は、拡大型開発（ドーナツ現象進行と緑地減少）を抑止し、不動産の資産価値を高める。民間企業、民間金融機関、及び都市再生機構（UR都市機構）、民間都市開発推進機構、住宅金融支援機構等の公的組織の投資行動や業務内容がそうした方向性に合致するように、税制、建築基準、その他法制を整備する。
５．金融サミットに対する考え方

過去2回の金融サミット（G20）における合意については、金融危機と世界同時不況に対する参加国の認識共有に資するほか、今後の対策として一定の方向性と指針を打ち出せたことは評価できる。

もっとも、今後の対策としては、各国がさらなる財政出動と金融緩和を行うことが基本であり、既に財政政策と金融政策が限界に達しつつある参加国も少なくない中で、その実効性については楽観できない。

日本も財政出動と金融緩和が限界に近づいている中で、今後の対応については以下の点に留意を要する。

（１）金融危機対策が一段落した後には、各国の財政健全性が注視される局面を迎えることが予想される。現に米国は、各国に財政出動を求める一方で、単年度財政赤字を4年間で半減させることを目標としているほか、債務残高対GDP比の目標を欧州連合（EU）と同様に60％とすることを表明している。
　　　こうした状況下、先進国の中で財政状況が最悪の日本においては、財政出動を行う一方で、財政規律にも配慮することが必要である。日本の景気悪化、GDPギャップ拡大の主因は輸出減少であり、国内の財政出動は直接的には輸出回復につながらないことを念頭に置き、経済効果の高い財政出動に注力することが重要である。

（２）非伝統的金融政策を駆使した金融緩和も限界に達しつつある中、関係当局、日本銀行、政策金融機関、民間金融機関は、企業の資金繰り対策等が所期の効果を十分に発現できるように努めなければならない。
（３）金融危機対策、会計制度、税制、金融規制等、各般の検討事項に関して、その内容とルールの形成過程における影響力の有無が問われる展開となっている。日本としては、次々回以降の金融サミットを日本に誘致する努力を行う（次回は9月にニューヨークで開催予定）と同時に、アジア全体のバーゲニングパワーを強化するためにも、「ASEAN+3」等の枠組みで「アジア金融サミット」を開催すべきである。
以　　上
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